
「首都直下地震から 人の命と都市を守る」 ── 緊急提言 

 

公明党首都直下地震対策本部 
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日本は「震度 7」という巨大地震連動の国家的危機に直面している。特に政治・経

済の中枢機能が集中する首都圏を直撃する「首都直下地震」では、想像を絶する甚大

な被害が想定され、東京都や該当する各自治体だけではなく、国を挙げた緊急な防災

対策が必須である。公明党は“首都圏”の 1 都 3 県（東京、神奈川、千葉、埼玉）に

茨城、群馬、栃木県もその被害想定区域として加え「公明党 首都直下地震対策本部」

を設置し、防災対策などを検討してきた。 
 
想定される巨大地震は、先ず政府の中央防災会議が都心東部や立川市など 18 カ所

を震源地として指摘する、まさに首都直下で起きる地震であり、最も大きい被害が予

想される「東京湾北部」を震源とするＭ7.3 の地震では、新たに震源域のプレートが

10 キロ浅いことが判明、東京都防災会議は、これまでの最大想定の震度 6 強を震度 7
に引き上げ、被害想定を見直した。国も従来の防災・減災対策を抜本的に見直し、全

ての公共施設などの耐震性を早急に総点検すべきである。 
 
次に、茨城県沖や千葉県房総半島沖では東日本大震災の余震が続いており、加えて

房総半島南端から南東へ百数十キロ以上離れた太平洋の海底に、長さ 160 キロと 300
キロ以上の「長大な二つの活断層」が存在するとの調査結果が東洋大学の研究グルー

プから発表された。一度にそれぞれの断層全体が動けばＭ8～9 の地震が起こる可能性

がある。 
 
さらに、神奈川県から千葉県沖では「相模トラフ」を震源とするＭ8 級の海溝型巨

大地震の可能性も日本地質学会で発表された。これは大正時代の関東大震災と同じ仕

組みで、首都圏に震度６以上の激しい揺れだけではなく、房総半島から東京湾内、三

浦半島に大津波を引き起こすと考えられる。 
 
公明党は、これらの想定される首都直下地震から、いかにして「人の命」と「わが

国の政治・経済の中枢である首都圏」を守るか──これを最重要課題と捉え、震度７

を想定した首都圏の主要な公共建造物の耐震性総点検や司令塔となる政府機関「危機

管理庁」（仮称）の創設や「首都直下地震対策基本法」（仮称）制定などを主張すると

ともに、「防災・減災ニューディール」推進による具体的なインフラ整備で首都を再

構築するハード面と、市民の自助・共助（近助）を行政が後押しするソフト面の対策

について緊急提言する。 
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■提言の実施に当たっての「最重要事項」 

 
 
１、「震度７」を想定し、首都圏の主要な公共建造物（国会議事堂や総理官邸、中央

省庁の各施設など）の耐震性総点検を実施し、併せて、各自治体においても地域

住民の要望を取り入れた諸施設の“防災総点検”を実施すること。 
 
 
２、政府の中央防災会議や国土交通省、文部科学省をはじめとする各省庁・機関で首

都直下地震についての検討が進められているが、その実態はバラバラで、系統だ

った論議が行われていない。政府機能が脅かされるという強い危機感の下、例え

ば中央防災会議を中心に、論議を一元化すべきである。その中央防災会議の下で

行われた震災対策の検討内容を定期的（毎年 1月 1日や 7月 1日といった半期に

1回など）に国民に分かりやすく報告すること。 

 
 
３、首都直下地震の対策をさらに強化するため、調査観測態勢の強化や防災施設など

の整備、震災発生後の復旧・復興態勢の事前整備などを規定した「首都直下地震

対策基本法」（仮称）を制定すべきである。 
 
 
４、大規模自然災害などの危機への対応を一元的に所管する「危機管理庁」（仮称）

を創設すべきである。同庁には専門的な能力を有した責任者と専門家を中心とし

た少数のスタッフが常勤し、緊急事態の司令塔としての役割を担うこととする。

平時から警察、消防、自衛隊および関係省庁（国土交通省、文部科学省、農林水

産省など）、自治体、公共機関（鉄道、電力、ガスなどの事業者）の緊急時対応

担当者と連携をとり、総合的な訓練を実施すべきである。 
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＜防災・減災ニューディール＞ 

Ⅰ：地震に強い国土、インフラの再構築 

 
甚大な被害が想定される大震災から国民を守るためには、地震に強い抵抗力を持っ

た国土やインフラストラクチャーへの転換が“待ったなし”の課題である。だが、一

方で財政的な制約もある。大地震でも人の命を守ることを最優先に、民間的マネジメ

ントも取り入れた「防災・減災ニューディール」の実現が最重要だ。中でも優先的に

取り組むべき建築物被害の防止や密集市街地の解消、液状化対策、鉄道・道路ネット

ワークを始めとする生活に密着したインフラについての機能強化について提言する。 
 
１：建物の倒壊を防ぐ 

建築物が集中する首都圏では、建築物の倒壊が甚大な被害拡大を招く危険性が

高い。東京都の推計によれば、首都直下地震では｢揺れ｣で 11 万 6000 棟（液状化

含む）が全壊、死者は約 5,600 人に及ぶ。着実な建築物への対策を実行すべきだ。 
 
・各自治体における建物倒壊危険度調査の徹底 

・一般住宅やマンションの耐震診断促進と耐震化支援制度の拡充(地震保険の加入促

進も含む) 

・マンションの防災機能を高める設備更新への支援制度の創設 

・区分所有法の見直し、建物の証券化など資金調達手法の多様化など、耐震強化に向

けたマンション建て替えスキームの創設 
・高層建築物の窓ガラス破損防止や大規模施設の天井などの落下防止策の推進 
・耐震化技術や免震補強材などの開発支援 
 
 
２：学校、公共施設の耐震化 

学校や公共施設は人の命を守るとともに地域の防災拠点であり、発災時は避難

拠点となる地域の重要施設である。建物はもとより、天井などの非構造部材につ

いても早急に耐震化すべきであり、拠点としての機能充実を急ぐべきだ。 
 
・学校施設の天井材や照明、窓ガラス、書棚などの非構造部材の耐震化 

・すべての公立小・中学校や公共施設の耐震化 

・災害時に対策本部となる地方自治体庁舎の耐震化 

・私立学校や大学等に対する耐震化促進制度の拡充 

・中小の病院や診療所といった地域に密着した医療施設の耐震化 
・医療や救命インフラを確保するための病院設備の強化･拡充 
・消火用水や病院への電気、水道といった「救命ライフライン」の確保策の強化 
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３：火災・延焼を防ぐ 

首都直下地震で建物の倒壊に並んで大きな被害をもたらすのが火災だ。政府は

火災によって 65 万棟が焼失し、6,000 人を超える死者を想定している。特に、火

災による甚大な被害が懸念される密集市街地を着実に解消すべきだ。 
 

・発災時に機動力を持ち、初期消火への対応が可能な「消防バイク」の導入 

・消火栓とホースを簡単に接続できる「スタンドパイプ」の設置 

・地震による火災の危険性を示す火災危険度調査の徹底 

・住宅市街地総合整備事業など密集市街地改善事業の周知 

・避難路や消防活動スペース確保のための道路拡幅や行き止まりの解消 
・延焼や倒壊する危険性のある老朽建築物の建て替えや空き家の除却 
・都市公園の整備や延焼遮断帯の設置など防火対策 
 
 
４：超高層ビル・マンションの長周期地震動対策 

地震発生時にビルやマンションに特有の揺れをもたらす長周期地震動の対策

は、高層建築物が集中する首都圏においては必須である。建築物の構造強化とと

もに、観測態勢についても強化すべきである。 
 
・コピー機など大型ＯＡ器機による事故を予防する安全確保策の徹底 

・長周期地震動の観測情報提供の充実と迅速化 

・長周期地震動の予測態勢の強化 

・長周期地震動を考慮した耐震基準の強化 

・発災時のエレベーター閉じ込め事故を防ぐ地震感知システムの強化 
 
 
５：人命救助態勢 

発災時の人命救助は一刻を争うものである。一人でも多くの命を救うためには、

その基盤となる態勢を日ごろから強化することが不可欠である。ヒトやモノが膨

大に集積する首都圏の特性を踏まえた態勢を確立すべきだ。 
 
・学校や病院でドクターヘリや自衛隊ヘリが着陸できる態勢の整備(屋上などに施設

名の大表示など) 

・自衛隊をはじめとする救急･救命部隊が活動拠点とする空間と移動手段の確保 

・救急・救助、医療、消火活動のための輸送態勢、輸送路の確保 

・災害派遣介護チーム(DCAT)の創設と要員の養成 
・道路陥没危険度マップを作成し、優先順を付けた道路の維持・補修 
・道路を確保するための沿道建築物の耐震化 
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６：液状化対策 

臨海部の埋立地や大型河川の流域では液状化の被害が懸念されている。住宅の

沈下に加え道路の陥没･隆起、電柱の倒壊などが予想され、人的被害にもつなが

りかねない。予防策も含めた対策を抜本的に見直し、強化すべきだ。 
 
・液状化が発生する可能性のある地域の抜本的な検証 

・国土交通省内の液状化対策部門の強化 

・液状化ハザードマップ作成への法的裏付け 

・戸建て住宅に適用可能で低コストな液状化対策工法の開発支援 
・住宅販売時における地盤の品質についての重要事項説明の義務化 
 
 
７：コンビナートなど危険物施設対策 

首都圏には臨海地域を中心に危険物施設が集中している。大地震発生時には高

圧ガスの漏洩や破損による被害などが見込まれる。市街地までは一定の距離があ

るものの、大規模な被害をもたらす危険性もあり、安全対策を急ぐべきだ。 
 
・コンビナート施設の安全性、耐震性についての総点検 

・長周期地震動がもたらす「スロッシング」への対策強化 

・発災時の安全確認などのシミュレーションの徹底 

 
 
８：帰宅困難者対策 

本社機能などが集中する首都圏では発災時に都内だけで517万人の帰宅困難者

が発生すると予測されている。大型駅を中心に帰宅困難者の受け入れ態勢の強化

を強く求めたい。 
 
・駅施設と連動した駅周辺施設における帰宅困難者の受け入れ態勢の確立 

・食料や水をはじめとする備蓄庫の整備と拡充 

・全ての駅で「災害時帰宅支援ステーション」機能の用意と拡充 

・駅施設の耐震性能の向上 

・ターミナル駅などで発生する滞留者の受け入れ態勢の検討と確立 
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９：地下街対策 

100 を越える店舗が集まるターミナル駅の地下街では、発災時に利用客がパニ

ックに陥るなどの危険性が指摘されており、多くの死者や負傷者の発生も予測さ

れている。利用客の安全確保や火災対策といった対策を急ぎ強化すべきだ。 
 
・避難路と避難誘導策の総点検と対策強化 

・｢群集殺到事故｣を防ぐための避難誘導態勢の確立 

・火災防止対策の強化 

・浸水対策の強化 
 
 
10：生活を支えるインフラの耐震化 

高速道路や一般道路、堤防などのインフラは、軒並み老朽化対策が急がれるが、

耐震化も同時に進めなければならない。インフラの崩壊による人的被害を防ぎ、

発災時の復旧に貢献できるインフラへ転換すべきだ。 
 
・海抜ゼロメートル地帯を守る海岸堤防や河川堤防の強化、水門などの耐震化 

・老朽化する首都高速道路の維持・管理態勢の強化 

・トンネルや橋りょうといった構造物に対する安全性の総点検と耐震化 

・急傾斜地対策の強化 

・高架下の商業施設に対する安全性の総点検と耐震化 
・水道管などの耐震管への切り替えとマンホールの接続部分の耐震化 
 
 
11：鉄道の耐震化と安全確保策の強化 

首都圏の鉄道ネットワークは都市機能を支える大動脈だが、朝夕のラッシュ時

に発災すると JR、地下鉄、私鉄の各線で計 300 万人もの利用客が車両内に閉じ

込められる危険性がある。なお一層の安全確保策を実施すべきだ。 
 
・発災時に崩壊の危険性が指摘される｢盛土｣に敷設された線路や駅施設の総点検 

・発災時の駅利用者や車両に閉じ込められた乗客の安全確保策の強化 

・発災時の停電に備え、車両用の緊急電源確保策の検討 

・脱線事故などの防止策の見直しとさらなる強化 

・降車用ハシゴなど、発災時の車両備品の見直しと拡充 

・被災時の早期復旧を可能にする鉄道施設管理態勢の確立 

・陸上交通が被災した際の海上交通活用の検討 
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Ⅱ：現場からの危機対応―自助・共助（近助）のネットワーク 

 
国や自治体など行政が行う「公助」機能は、首都直下地震で大混乱が起きれば麻痺

してしまう。そんな時、自分が自分と家族を助ける「自助」、そして自分と他人を相

互に助け合う「共助」が大事になる。身近な隣近所や被災場所によっては、すぐそこ

にある民間企業が共助機能を果たすことになる。この「共助」を近くの人々で助け合

う「近助＝近所」に言い換え、各地域のコミュニティの維持と活性化促進を提言する。 
 
１：「自助」と「近所による近助」啓発運動と防災教育 

阪神・淡路大震災の際も、倒壊した家屋からの救出や初期消火は、救助隊や消

防が到着する前に身近な近所の人々の力が発揮された。共助の啓発と防災教育を

徹底すべきだ。 

 

・学校や地域での防災教育の充実・拡充と、防災担当職員の養成・配置 

・「防災隣組」「防災見守り隊」など各地域での絆づくり、ならびに各地域において、

住民だけで実施できる消火訓練の実施 

・災害時の｢共助｣「近助」発揮へ、地域のコミュニティの維持と活性化 

・高齢者など一人で自宅の防災対策ができない家庭へのマンパワー派遣 

・大学教育における防災ボランティア体験の単位認定化 
 
※ 以下の「自助」に対する行政の補助なども検討すべき 
・家具の固定など屋内空間の安全性確保 
・窓ガラスの破損やブロック塀などの倒壊防止 
・家庭用の防災・備蓄グッズの配備促進 
・新たな防災計画に基づく防災マニュアルの配布 
 
 
２：子ども、高齢者、障がい者、女性など災害時要援護者の観点からの見直し 

東日本大震災では避難所などで、子どもや女性など災害弱者に対する配慮が欠

けていたことから、「トイレが男女別になっていない」「着替えの場所がない」な

ど多くの問題点が指摘された。事前に女性などの意見を反映したきめ細やかな対

策を策定すべきである。 

また、障がい者(児)は、その特性のためにさらなる困難が重なるため、「災害

時要支援者」の支援についても抜本的に見直し、周知徹底すべきである。 

 

・国における｢女性の視点からの防災マニュアル｣の策定と、それに基づいた地方自治

体の防災対策見直し 

・特別支援学校や介護施設の福祉避難所指定と備蓄や防災機能拡充への支援制度創設 
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・災害備蓄項目への「女性」「子ども」「高齢者」「障がい者」らのニーズ反映 

・被災者台帳システムの構築（被災者支援システムの全国展開・クラウド化） 

・｢災害時要支援者避難マニュアル｣見直しと市区町村での個別支援計画策定の支援 

・いわゆる｢命のカプセル｣｢命のバトン｣といわれる救急医療情報キットや家族の連絡

先などをまとめた「災害時安心カード」の普及・拡充と、これらを活用した｢家族

防災会議｣開催への支援 

・災害発生時の男女共同参画センターなどへの専用相談窓口の設置と防犯対策の実施 

・避難所運営の女性参画確保 

・国･地方の防災会議へ女性委員 3割登用を実現するための災害対策基本法改正 

 
 
３：情報発信と安否確認など通信網対策 

家族の安否確認ができないことへの不安から、多くの人が無理やり移動をする

ことを防ぐため、災害に比較的強いインターネットの通信手段を最大に活用する

対策を講じるべきである。 

 

・インターネット活用を支えるため、公共施設、駅、コンビニなどへの無線 LAN 整備 

・携帯電話各社と政府・自治体にエリアメールによる防災情報提供の義務付け 

・高齢者、障がい者の特性に応じた情報提供のあり方検討 

・災害時に強いとされるインターネット通信網でソーシャルネットワークの活用（ツ

イッター、フェイスブックなど）推進 

・デジタル式防災行政無線システムと全国瞬時警報システムの整備 

・エリア限定のワンセグ放送による情報提供 

・Ｖ－ＬＯＷマルチメディア放送の活用によるコミュニティ放送（防災テレビ） 

 
 
４：大規模防災訓練と救助態勢のシミュレーション 

岩手県では被災した沿岸部の後方支援機能を遠野市が存分に果たしたが、これ

は全県を挙げて自衛隊も活用した２度の大規模防災訓練の経験が生かされたも

のである。首都圏においても関東全域で同時に、さらに定期的に訓練を実施すべ

きだ。 

 

・首都直下を想定した大規模な防災訓練の定期的な実施（3.11/9.１など） 

・自衛隊、警察、消防と各自治体の防災担当者が常日頃から連携を密にし、その担当

者を専門家（防災のプロ）として育成すること 

・都心の災害現場には四方から救援部隊が入ることになるので、そのルートの検証 
・消防バイクの導入など、災害現場に真っ先に入るバイク部隊の検討 
・自衛隊、警察、消防など救援部隊の非常時における指揮権の現場への移譲 
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Ⅲ：首都中枢機能を守る 

 
首都直下地震ではあらゆる国の機能が集中する「東京」が機能不全に陥る危険性が

ある。速やかな復旧態勢を築くためにも、首都機能の分散・移転によるバックアップ

機能の強化を進めるべきだ。 
 
 
・政府機能のデータの分散化と一元管理できるクラウドの構築 

・政府全体の業務継続計画（BCP）の確立 

・首都機能のバックアップ態勢強化 
・災害対応業務のシミュレーションと実効力の検証 
・政府機能だけでなく首都が担っている｢機能｣｢活動｣の継続性確保 
・あらゆる被害を想定した政府や緊急災害対策本部の役割分担 
・官民の連携強化（BCP も含めて） 
 
 
 
 
 

以 上 


